
書式第 12号 (法第 28条関係)

平成31年 口令和 1年度  事 業 報 告 書

平成31年4月 1日 から令和2年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

1 事業の成果
。中国の環境問題の現状について情報を収集し、当NPOと して取組むべき事業について数種の企画を
作成した。

・事業企画の実施に向けて、関係者との連絡、協議、各種資料の収集等を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(円 )

中国産食品の

安全性につい

てのセミナー

一般の消費者を対象として

中国産食品の安全性と危険

性について正しい理解を得

るためのセミナーを準備

平成31年 4月

～令和2年3月

本NPO事務所
等

5人 不特定消費者
(予定)

35,000円 の
一部

予定事業費
は未定

環境循環型モ
デル農村 。集
落創出プロジ
ェクト

都市部との格差が問題にな
つている中国国内の農村・

集落の環境と雇用・所得を
改善し、農村部の総合的な
振興を推進するモデル事業
の実施に向けの準備

平成31年 4月

～令和2年3月

本NPO事務所
等

5人 中国の農村部
の住人及び日
中の関連企業
(予定)

同上

日中の先進的
な環境施設の

見学ツアー

日中の観光客に両国の先進
的なごみ処理場、水処理場
食品加工場等の環境現場を
見学できる観光商品の企画
立案と実施に向けての準備

平成31年 4月

～令和2年3月

本NPO事務所
等

5人 不特定の日中
観光客及び観
光関連事業者
(予定)

同上

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)

な し
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平成31年・令和1年度 活動計算書

平成31年4月 1日 から令和2年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター
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I 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
事業収益

5 その他収益
受取利息

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人件費

給料手当
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
減価償却費
印刷製本費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅱ 経常外収益

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用



書式第 15号 (法第28条関係)

平成31年・令和 1年度 貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

(単位 :円 )

科
日
【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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平成31年 口令和1年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

重要な会計方針
計算書類の作成は、施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産はなし

〈2)固定資産の減価償却の方法
固定資産はなし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

・ 引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
該当費日に含む

2.事 業別損益の状況

事業 事業 事業 事業
事業部門計 管理部門 合計科 日
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I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
地代家賃
印刷製本費
通信費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

ニ
ム金額 算定方 :内容

な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

|



備考内容 期首残高 当期増加額 R少額 期末残高
な し

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の接分方法
事業費は事業に係る直接的な資負債、正味財産に限定。現時点では収益事業を行っていないので接分上の問題は

ない。
その他の事業に係る資産の状況

特にない
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書式第 17号 (法第28条関係)

平成31年・令和1年度 財産目録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

(単位 :円 )

科
日

『 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

パソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2固 定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

50,041 50,041

50,041

50,041
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書式第 18号 (法第28条関係)

平成31年・令和1年度 年間役員名簿

平成31年 4月  1日 から令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事長 石 川 洋 美

Rl年 12月 17日

死去

H31年 4月 1日 ～

Rl年 12月 17日

報酬無 し

理 事

理事長

酒 井 建 二

R2年 1月 25日

理事長就任

H31年 4月 1日 ～

R2年3月 31日

報酬無 し

理  事 高 良 年 幸
H31年4月 1日 ～

盤年3月 31日

報酬無し

理 事 矢 澤 京 子
H31年4月 1日 ～

R2年3月 31日

報酬無 し

理 事 富 樫 知 之
Rl年6月 15日 ～

R2年3月 31日

報酬無し

理 事 梁  裕 麟
Rl年6月 15日 ～

R2年:3月 31日

報酬無 し

監 事 営 新 達 也
H31年4月 1日 ～

R2年3月 31日

報酬無し



書式第 4号 (法第 10条 。第28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日中環境協カセンター

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 酒 井 建 二

2 高 良 年 幸

3 矢 澤 京 子

4 営 新 達 也

5 富 樫 知 之

6 梁  裕 麟

7 林  秀 臣

8 北 村 亜 新

9 吉 武 か ほ る

10 酒 井 孝 一


